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xk+1 = A(ξk)xk + B(ξk)uk
上式において k は離散時間を表し、xk および uk はそれぞれ時刻 k における状態および入力を表す。ま
た、ξk は k ごとにランダムに値をとるベクトルであり、A(ξk)および B(ξk)はそのランダムベクトル
によって値が定まるランダム行列である。明らかにこの系の状態 xk（したがって対応する出力）は、た






が初期値 x0 = [1, 0, 0]T のもとで図 1のようになる確率系を考える。ただし図 1では、系の動特性が確率
的であることに対応して、100 通りの見本過程の重ね合わせ（xk の第 1 成分のみ）を表示している。図
から明らかな通り、この系は不安定である。そのような系に対し、リアプノフ不等式に基づき安定化状
態フィードバックを設計し、適用した結果を図 2に示す。ただし、この図においても 100 通りの見本過
程を重ね合わせており、その見本過程の生成には図 1で用いたものと同じ初期値および ξk の標本を用
いた。図 2では状態が 0に収束しており、安定化が達成されていることが確認できる。





「van der Pol 方程式のアヒル解が生成するフェイク・カオス」
非線形振動論 [1] は、当電気系教室における古くからの伝統で
あるが、未だに新しい現象の宝庫である。古典的な van der Pol







れた。図 1は、上式でε= 0.1 のとき、いくつかの bの値（b = Bn,0.1
で、Bn,0.1 は漸近展開の n項までを利用して求めたパラメタ値。詳細は [2] を参照のこと）に対する、定
常状態での複数の数値解（それぞれは閉軌道）を重ねて表示したものである（通常とは、xと yが逆で
あることに注意）。このカナール解の特徴は、パラメタ bをほんの少し：O( exp(－1/ε))変化させただ
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図 1　細線導体構造





























実験結果を図 1に示します。図 1(a) は、得られた低コヒーレンス干渉縞です。横軸は光路長差、縦軸
は干渉光強度を表します。この干渉縞の幅（1.5μm）が、光断層撮影の深さ分解能を与えます。図 1(b) は、
光路中に 1mm厚の水を挿入した場合の結果です。水の群速度分散の影響で、干渉縞は著しく拡がり、
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現在は耐圧 6～8 kV 級の Si サイリスタが用いられていますが、変換時の電力損失が大きく、発熱に弱
いという問題を抱えています。超高耐圧応用では、少数キャリアの注入を活用する SiC バイポーラデバ
イス（PiN ダイオード、サイリスタ、IGBT等）が有望です。しかしながら、高耐圧デバイスに有望な






ました。成長直後の SiC のキャリア寿命は 1～2μs ですが、炭素空孔を消滅させることにより、キャリ







次に、炭素空孔を消滅させた高純度 SiC 結晶を用いて PiN ダイオードの作製に取り組みました。素子
端部における電界集中を緩和させるため、独自の接合終端構造を考案し、多段イオン注入により形成し
ました。また、表面破壊を抑制するために、ポリイミド膜を活用しました。厚さ 98 μmの高純度 SiC
層を用いて作製した PiN ダイオードの順方向特性を図 2に示します。キャリア寿命増大により顕著な特
性改善が見られ、1.6 mΩ cm2 という極めて小さい（優れた）オン抵抗を得ることができました。少数キャ
リア注入がない場合のオン抵抗は約 150 m Ω cm2 と概算されますので、キャリア注入による伝導度変調
効果が大きく働いていることが分かります。このダイオードは 13 kV という高い耐圧を示し、温度上昇
と共に耐圧が増大することを確認しました。また、より厚い SiC 結晶を用いたダイオードでは約 27 kV
という最高耐圧も達成できています [2]。今後は素子構造の工夫により注入キャリアの深さ方向分布を
制御し、さらなる高性能化を目指します。
[1] E. Saito et al., Appl. Phys. Exp. 9, 061303 (2016). [2] N. Kaji et al., IEEE Trans. Electron Devices 62, 
374 (2015).
図 1　異なる温度で熱処理を施した SiC 試料の
キャリア寿命分布
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動振幅 A）する際のその振動運動の粘性抵抗による振動エネルギーの散逸を考える。式 (1) が新たに得
られた、散逸エネルギー D( z )から運動の減衰を記述する係数 ( z )への変換式である。この変換式は、
AFM分野ではよく用いられる周波数‐相互作用力変換の式、いわゆる Padé 近似を用いる Sader の変
換式の導出を基にして得られた。
　　　　　 z











2( )dz + 2A 1z z d 2dz 2z D2( )dz　　　　　（1）
ここで、式中の Dおよび探針振動の角周波数 は、探針－試料間
距離 z に依存する関数となる（D=D( z ), = ( z )）。この変換式は
3つの項から成るが、単純な振動運動の記述でよく見られるよう
に、D( z ) が定数の場合は、右辺は第 1項だけとなり ( z )も定数
となる（ ( z )が z に依存しない一様な空気抵抗のような系におけ
る減衰振動）。
実験で得られた散逸エネルギーの距離依存曲線（図 2（a））を、























数 129 kHz, 振幅 A = 0.16 nm．




















をもつ安定同位体 171 がある。Yb+ の奇数同位体は核スピンをもつため、各準位は超微細構造に分裂し


























参考文献： Y. Imai, T. Nishi, M. Nishizaki, S. Kawajiri, 
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Sugiyama, Radio Science, 51, pp.1385-1395 (2016).
図 1 磁場で分裂したスペクトル
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ダイナミクスのシミュレーションを可能にしました。次に、一定量 50g のブドウ糖を一定時間 60 分以
内に経口摂取するという拘束条件のもとで多数のシミュレーションを行い、摂取後の血糖値ピークをな
るべく低くするようなブドウ糖経口摂取ペース（時間パターン）を設計しました。その結果、ブドウ糖
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『ポータブル』  比較的低い数十から百 keV程度の加速エネルギーで高い反応断面積が得られるため、
小型のポータブル中性子源を構成することができる。
『単色中性子』  反応生成物が 2個であることと、必要な加速エネルギーが反応によるエネルギー利
得と比べて十分小さいことから、発生する中性子は単一エネルギーとなる。


















我々の提案した方法では、図中の写真にあるような IEC 方式のポータブルD-D 核融合中性子源を利
用します。照射される中性子は 2.45 MeV の単一エネルギーです。不審物中の内容物などで散乱される
と 2.45 MeV より低いエネルギーに分布します。一方、核分裂反応で発生する二次中性子のエネルギー
は 2.45 MeVを越えて広く分布し、およそ 3割が 2.45 MeV以上にあります。したがって、2.45 MeV以
上のエネルギーだけに着目すれば、高い S/N比で二次中性子を検出することができます。





































図 1　ヘリオトロン J に設置したビーム
放射分光装置の模式図。
図 2　(a) ビーム輝線揺動の時間空間発展、および (b)
吐き出し現象に相当する周波数のビーム輝線揺動、













的とした大気レーダ （ーウィンドプロファイラー ; WPRとも呼ばれる）の開発を行っている。ここでは、

















































































図 1: Arase 衛星の打ち上げ（右下）と、
地球放射線帯を探査する Arase 衛星
（イメージ図）（いずれも JAXA 提供）.







生存圏研究所篠原研究室では、2013 年度より開始した JST Center of Innovation（COI）拠点プログ

























現在、国内においてコンソーシアムBWF（Broadband Wireless Forum）やWiPoT（Wireless Power 
Transfer Consortium for Practical Applications）と連携し、マイクロ波無線電力伝送の実用化に必要な
電波法に関し議論を重ねている。また国内の議論を ITU（International Telecommunication Union）に
文書として提案し、国際的な議論も喚起している。ITUは国や企業から構成される電波の利用に関して
議論を行う国連のような場所で、これまでの議論の結果、2016 年 8 月に ITU Report ITU-R SM.2392-0 





[1] ITU Report ITU-R SM.2392-0 http://www.itu.int/pub/R-REP-SM.2392
図 1　COI 拠点研究の概要・目的 図 2　各システムの送電電力と距離
